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研究成果の概要（和文）：本研究では、大きく2つのことを行った。(1)2021年12月から2024年2月までに6回のイ
タリア調査を行い、850人の南米系移民（そのうちペルー系移民844人）に聞き取りを行った。在伊ペルー移民
は、移民全体の中でも職業的地位が低く、介護と運輸がニッチとされてきた。階層的地位の低さは、大多数が非
正規移民として入国すること、出身国での階層の低さで一定程度説明できる。途上国の貧困層は国際移民が困難
と言われるが、路上販売、私バス車掌、清掃員といった職につくリマの都市下層労働者が、イタリアに来てい
た。(2)イタリアと日本を比較するために、それまで調査した在日ペルー人に対する調査データを分析した。

研究成果の概要（英文）：This study did two main things. (1) We conducted fieldwork in Italy for six 
time between December 2021 and February 2024, interviewing 850 South American immigrants, of whom 
844 were of Peruvian origin. Peruvian immigrants in Italy have had the lowest occupational status 
among all immigrants, with caregiving and transportation being considered niches. The low 
hierarchical status can be explained to a certain extent by the fact that the majority enter the 
country as undocumented immigrants and by the low level of hierarchy in their countries of origin. 
While international migration is said to be difficult for the poor in developing countries, lower 
class urban workers in Lima, who work as street vendors, private bus conductors, and cleaners, came 
to Italy. (2) In order to compare Italy and Japan, we analyzed survey data on Peruvians living in 
Japan that we had previously studied.

研究分野： 社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
イタリアは、スペインと並んで移民人口が急速に増加した新興受入国であるが、日本でなされた研究はその重要
性に比して不釣り合いなほど少ない。そうした状況に対して、フィールドワークを行い、コロナ禍で前半の調査
が不可能だったにもかかわらず、850件のインタビューを行ったのは、前例のない試みといえる。欧州移民に関
する日本の研究は、文献調査か少数の質的調査にもとづいていたが、本研究は欧州の研究者に伍してフィールド
ワークを行うことが可能であることをしめしたといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
 移民は受入れ社会の下層から出発するが、時とともに社会的地位を向上させ受入れ社

会に統合されていく。こうした楽観論は、少なくとも労働市場に関してはかなり頑健な

実証的根拠を持つ。経済学者のChiswickらが提唱した「移民と同化」仮説は、典型的な

労働移民のみならず、非正規移民から数学者に至るまで適用されその妥当性が検証され

てきた。これによると、移住してからの年数がたつにつれて移民の賃金は上昇していく。

その背景には、仕事に慣れて言葉も覚えることで移民と国民の差が縮小していくという、

人的資本論にもとづく楽観的な見方がある。 

しかし、すべての移民がこうした推移をたどるわけではない。移民と同化仮説では、

10－15年のタイムスパンで格差縮小が観察できるとするが、在日日系南米人の場合は、

それ以上の年月を経ても賃金は上昇どころかかえって目減りしている。なぜこうした事

態が生じるのか。これは単なる例外ではなく、人的資本論が前提とする完全市場が移民

労働には妥当しないがゆえのことと考えた方がよい。現実の移民は、個人として人的資

本に応じて職を得るというよりは、集団として労働市場の特定のセグメントに編入され

る（セグメントの性質によって賃上げの有無は決まる）。セグメントから脱して賃金上

昇を遂げる者もいるが、移民集団ごとに区切られた労働市場を横断することは容易では

ない。それゆえ、「在日南米人」といった集団単位での分析が必要になる。 

樋口と稲葉は、2005-09年に日本で就労した450人のアルゼンチン移民に、2011-19年

にも同様に650人のペルー移民に聞き取り調査を実施した。そこで明らかになったのは、

(1)大多数が派遣労働者として働いており、10年以上働いても派遣からの移動はほとん

どなく、収入は徐々に目減りしていた。その意味で、ほとんどの者に関しては移民と同

化仮説に合致しない。(2) ただし、派遣労働からの移動を果たした少数の者についてみ

ると、学歴は自営業に、日本語能力は自営業と正規雇用の両方に結びつく。その意味で、

部分的には移民と同化仮説に適合する場合もあるが、全体の1割強にとどまる。(3)移民

同士の紹介（結束型社会関係資本）による仕事は待遇改善に結びつかないが、日本人の

紹介（架橋型社会関係資本）は正規雇用や自営業につながりやすい。 

こうした結果は、移民の労働市場や職業移動、とりわけ単線的で楽観的な適応過程を

想定してきた主流の学説を再考する契機となる。移民と同化仮説が想定する人的資本決

定論は、暗黙裡に移民国たる米国の状況を前提としており、実際には人的資本を無効化

するような労働市場も想定する必要があるのではないか。しかし、単一の労働市場を前

提とした研究ではこうした問いに答えるのは不可能で、異なる労働市場を持つ国を比較

して初めて人的資本を無効にする度合いを明らかにできる。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、すでに持つ日本のデータと比較するべく、イタリアのペルー人労

働者を対象とした調査を行う。在外ペルー人の最大の行き先は米国（約70万人）だが、

非正規移民が多いことやエスニック移民（後述）がいないことから、日本との比較には

適さない。次に多いのがスペインとイタリア（それぞれ約20万人、半数はイタリア国籍

所持者）であり、移民が始まったのも90年前後と時期的にも一致している。そのうちス

ペインは、留学生出身者の比率が高くホワイトカラーが半数以上を占めるため、在日ペ

ルー人とはかなり性格が異なり、比較には適さない。それに対してイタリアは、ethnic 

migrants（イタリア系ペルー人）がかなりの比率を占めており、なおかつブルーカラー

がほとんどであり続けている。すなわち、上昇移動が阻まれたnegative caseである点



で日本との類似性が多い。また、人的資本でいえば言語的類似性ゆえに在伊ペルー人の

言葉の壁は低い一方で、在日ペルー人ほど学歴は高くない点で興味深い比較対象となっ

ている。 

では、なぜ上昇移動できないのか。両者の上昇移動を阻む原因として考えられるのは、

以下のような仮説である。 

①分断的労働市場仮説：日本では、日本の学校教育を受けるか起業しない限り、移民

が正規雇用の職を得ることは難しい。イタリアの移民労働市場も高度にセグメント化さ

れており、職業移動は難しいとされる。こうした現状を受けた仮説で、移民研究におけ

る通説の１つでもある。しかし、在伊ペルー人の職業は工場労働のほか、男性は運送業、

女性は家事労働者が多いなど一定の多様性がある。イタリアでは待遇の良い運送業への

転職が生じており、労働市場の分断だけでは在日ペルー人の工場派遣労働への集中を説

明できない。 

②労働市場の構造変化仮説：バブル経済崩壊以降の労働市場は、非正規雇用の伸びを

特徴としており、在日ペルー人に対しては派遣労働しか用意されなかった。また、日本

全体で賃金の上昇が抑制された結果、賃金も停滞ないし漸減した（リーマンショック後

の状況も同様）。この仮説は、在伊ペルー人との比較により検証できる。というのは、

イタリアはリーマンショックまでは経済状況が良好で移民も日本の数倍のペースで増

加する一方で、リーマンショック以降は不況が続いているからである。リーマンショッ

ク前後で在伊ペルー人の職業移動に変化が生じたのであれば、構造変化が「移民と同化」

仮説の想定を裏切る事態をも__たらしたと考えられる。 

③社会関係資本仮説：前述の結束型と架橋型の社会関係資本のうち、社会的地位が上

位にある者とのつながりを示す架橋型の方が、職業移動をもたらしうる。それがホスト

社会とのつながりで、日本人ないしイタリア人を介した転職は上昇移動をもたらすこと

になる。逆にいえば、架橋型の社会関係資本が不足しているがゆえに、在日ペルー人は

派遣労働から脱出できない。在伊ペルー人の方が多く保持していることにより、ブルー

カラー労働市場内部とはいえ一定の移動が可能となるとも考えられる。 

④人的資本仮説：学歴、言語能力、職能に応じて待遇が改善していくことになるが、

本研究の課題は停滞の要因解明にあるため、人的資本の不足に着目することとなる。一

般に、他の南米諸国と比べてペルー移民の学歴は高いが、在日ペルー人の方が在伊ペル

ー人より高学歴と考えられる(Durand, 2010, “The Peruvian diaspora,” Latin 

American Perspective, 37)。一方でスペイン語とイタリア語の近さゆえ、言語能力で

は在伊ペルー人の方が格段に高い。在日ペルー人の調査では、学歴は職業移動と有意な

関係はあるが効果は弱く、日本語能力が最重要だった。在伊ペルー人にも同様であるな

らば、運送業以外への職業移動がもっと生じてもおかしくない。そうならないのは、イ

タリアにおいて①～③で上昇移動を阻む要因があるからではないか。 

これらの仮説群を組み合わせることで、異なる条件にある日本とイタリアで類似した結

果（上昇移動の微弱さ）が生じる要因を解明できる。特に仮説①と②は、一国での調査

では与件となり検証不可能なため、比較研究によって初めて検証に付すことができる。 
 
３．研究の方法 
研究方法はシンプルで、①(2)で提示した分析枠組みを日本とイタリアの状況に即して

理論化する、②ペルー移民が集中する地域で年2回の調査を4年間（8回）繰り返し、400



名に対する聞き取りを実施する予定であった。以下、順に説明する。 

①居住年数の経過とともに上昇移動するという仮説は、人的資本に応じて割り当てら

れる均質な労働市場が前提とされている。それに対して、社会学的移民研究からは編入

様式論や分断的労働市場論が定時され、集団間の不平等が分析されてきた（Restifo et 

al., 2013,“Segmented assimilation, split labor market, and racial/ethnic 

inequality,” American Sociological Review, 78）。しかし、前述のようにこれらの

議論はアメリカ社会を所与とするモデルとなっており、国ごとの労働市場の特質を考慮

していない。Crulらが移民第二世代の教育達成を研究するなかで用いた、「統合の文脈」

理論のような制度的特質を組み入れる要がある。 

そのうち、日本になくイタリアにあるものとして、移民を不安定な状況に留め置くイ

ンフォーマル経済がある（OECD, 2014, Jobs for Immigrants, Vol.4）。イタリアより

日本で目立つものとして、非正規雇用の比率の高さも挙げられる。同一企業での在職年

数の長さのように、日本とイタリアで共通して移民への閉鎖性を示す要素もあり、これ

らを整理して1-2年目に「統合の文脈」を概念化していく。 

②在伊ペルー人の半数弱はミラノのあるロンバルディア州（全体の3分の1はミラノ県）

に、15%はローマ周辺、トリノとフィレンツェ周辺が各10%で、この4州に8割が住んでい

る。このうちミラノでは、ペルー人が第4の人口集団でありアソシエーションも40以上

存在することから、主要な調査地とする（Casseli, 2012, “Transnationalism and co-

development,” Migration and Development, 1）。 

 

４．研究成果 

 本研究の最大の成果は、イタリアでの調査期間を通じて850人の南米系移民（うち844

人がペルー系移民）に聞き取りを行ったことである。当初は400人に対する聞き取り予

定であり、かつ2020年から調査する予定がコロナ禍により2021年末からの調査になった

ことを考えると、非常に大きな成果といえる。 

 こうした調査が可能になったのは、SNS団体経由の調査が必ずしも順調に進まなかっ

た一方で、その過程でペルー領事館前であれば効率的に調査を行えることがわかったか

らである。そこからさらに、ペルー人が多く集まる広場があり、ペルー人の互助のため

のWhatsappのグループオーナーに協力を得ることができた。 

 そこで得られたデータの分析はこれからだが、さしあたりの知見を２点ほど述べて

おく。第一に、在伊ペルー移民は、移民全体の中でも職業的地位が低く、介護（女性）と

運輸（男性）がニッチとされてきた。階層的地位の低さは、大多数が非正規移民として入国

すること、出身国での階層の低さで一定程度説明できる。途上国の貧困層は国際移民が困難

と言われるが、路上販売、私バス車掌、清掃員といった職につくリマの都市下層労働者が、

イタリアに来ていた。イタリアでも清掃、介護、建設といった仕事が多いが、都市下層にと

っては職業的地位が低下せず、喪失が少ない分だけ移住のメリットは大きくなる。在留資格

がないと職探しは困難だが、貧困層向け住居、NGO による食事や食料・衣料品の提供で、

月収 400 ユーロ程度でも生きていける。こうした移民向けのインフラとイタリアの地下経

済の大きさが相まって、リマからイタリアへの移住が現実的な選択肢となる。リマの都市下

層は、より階層の高い同胞と比べてイタリアでの社会移動が困難だが、移民による利得はむ

しろ中間層より高いともいえる。 

 第二に、聞き取りしたペルー系移民のほとんどがインタビュー時点で非正規であるか、



過去に非正規滞在であった。非正規移民については多くの先行研究が存在するが、個々の非

正規移民の正規化後の就労上の地位や生活全般の変化についての研究は少ない。イタリア

は多くの移民を正規化しており、調査データを分析することで、正規化前後の変化を明らか

にすることができる。本報告は、移民の正規化について移民個人、さらには受入れ社会全体

に及ぼす影響について実証的な観点から考察することで、非正規移民の正規化をめぐる理

論的課題を検討しようとするものである。 

 非正規移民は子どもの権利に基づいて正規化される場合もあれば、介護など人手不足の

産業部門での就労実績ゆえに正規化される場合もある。普遍的権利に基づく正規化は論理

的に説明しやすいが、就労による正規化の場合、非正規移民の就労が前提となっている。政

治的には存在が認められていない事実と矛盾するが、社会的水準における存在の承認が、政

治的承認の基盤になることを示している。 
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